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２ 国内政策の原則
 加盟国は、国内事情及び国内慣行に照らし、
かつ、最も代表的な使用者団体及び労働者団
体と協議した上で、職業上の安全及び健康並
びに作業環境に関する一貫した国内政策を定
め、実施し、及び定期的に検討する。（第四条
１関係）
 国内政策は、作業環境においてその存在が
不可避な危険の原因を合理的に実行可能な限
り最小限にすることにより、作業に起因し、
若しくは関連し、又は作業中に生ずる事故及
び健康に対する危害を防止することを目的と
する。（第四条２関係）
 国内政策は、措置に関する主要な分野であ
る作業の物的要素の設計、作業の物的要素と
作業を遂行又は管理する者との関係、十分な
水準の安全及び健康の達成に何らかの立場で
関与する者に対する訓練等を考慮しなければ
ならない。（第五条関係）
 国内政策を定めるに当たっては、公的機関、
使用者、労働者その他の者の責任の補完的な
性格並びに国内事情及び国内慣行を考慮し
て、職業上の安全及び健康並びに作業環境に
関するこれらの者のそれぞれの職務及び責任
を示さなければならない。（第六条関係）
 職業上の安全及び健康並びに作業環境に関
する状況は、主要な問題を特定すること、こ
れらの問題に対処するための効果的な方法及
び措置の優先順位を発展させること、並びに
結果を評価することを目的として、全般的な
又は特定の分野に関し、適当な間隔で検討さ
れる。（第七条関係）

３ 国の段階における措置
 加盟国は、法律若しくは規則又は国内事情
及び国内慣行に適合するその他の方法によ
り、関係のある代表的な使用者団体及び労働
者団体と協議した上で、第四条の規定を実施
するために必要な手段をとる。（第八条関係）
 職業上の安全及び健康並びに作業環境に関
する法律及び規則の執行は、十分かつ適当な
監督制度により確保する。（第九条１関係）

 執行の制度は、法律及び規則の違反に対す
る適切な制裁を定める。（第九条２関係）
 加盟国は、使用者及び労働者が法的義務に
従うことを援助するため、これらの者を指導
するための措置をとる。（第十条関係）
 権限のある機関は、国内政策を実施するた
め、事業に係る設計、構造及び配置に関する
条件等の決定、作業工程の決定並びに曝

ばく

露が
禁止等される物質及び因子の決定、使用者又
は適当な場合には保険機関等による職業上の
事故及び疾病の届出手続の制定及び適用並び
に年次統計の作成等の業務が漸進的に行われ
ることを確保する。（第十一条関係）
 加盟国は、職業上の用に供される機械、設
備又は物質を設計し、製造し、輸入し、提供
し、又は輸送する者が合理的に実行可能な限
り、機械、設備又は物質が、これを正しく使
用する者の安全及び健康に危険を引き起こさ
ないことを確保すること、機械及び設備の正
しい取付け及び使用並びに物質の正しい使用
に関する情報等を利用可能なものとするこ
と、研究及び調査を行うこと等を確保するた
め、国内法及び国内慣行に従って措置をとる。
（第十二条関係）
 自己の生命又は健康に対する急迫した重大
な危険が存在すると信ずる合理的な理由のあ
る作業状態から自ら退避した労働者は、国内
事情及び国内慣行に従い、不当な結果から保
護される。（第十三条関係）
 加盟国は、国内事情及び国内慣行に適する
方法で、かつ、全ての労働者の訓練に関する
ニーズを満たす方法により、全ての段階の教
育及び訓練（高等技術教育、高等医学教育及
び高等専門教育を含む。）において、職業上の
安全及び健康並びに作業環境に関する内容を
含めることを促進するための措置をとる。（第
十四条関係）
 加盟国は、国内政策及びその政策の適用の
ための措置の整合性を確保するため、最も代
表的な使用者団体及び労働者団体並びに適当
な場合にはその他の団体と協議した上で、国
内政策の原則及び国の段階における措置の実
施を要請される様々な当局と団体との間にお
ける必要な調整を確保するために、国内事情
及び国内慣行に適する措置をとる。この措置
には、状況が必要とし、かつ、国内事情及び
国内慣行が許す場合には、中央機関の設置を
含む。（第十五条１及び２関係）

４ 企業の段階における措置
 使用者は、合理的に実行可能な限り、その
管理の下にある職場、機械、設備及び工程が、
安全かつ健康に対する危険がないものである
ことを確保することを要求される。（第十六条
１関係）
 使用者は、合理的に実行可能な限り、適切
な保護の措置がとられる場合には、その管理
の下にある化学的、物理的及び生物学的な物
質及び因子が、健康に対する危険のないもの
であることを確保することを要求される。（第
十六条２関係）
 使用者は、必要な場合には、事故の危険又
は健康に対して悪影響を及ぼす危険を合理的
に実行可能な限り防ぐため、適切な保護衣及
び保護具を提供することを要求される。（第十
六条３関係）
 二以上の企業が同一の職場において同時に
業務に従事する場合には、これらの企業は、
この条約の適用に当たり協力する。（第十七条
関係）
 使用者は、必要な場合には、非常事態及び
事故に対処するための措置（適切な応急措置
を含む。）をとることを要求される。（第十八条
関係）
 企業の段階において、使用者が自らに課さ
れた義務を履行することについて労働者は作
業中において協力すること、事業場における
労働者代表は職業上の安全及び健康の分野に
おいて使用者と協力すること、職業上の安全
及び健康を確保するために使用者がとる措置
に関する十分な情報が事業場における労働者
代表に対して提供されること並びに事業場に
おける労働者代表が商業上の秘密を漏らさな
いことを条件として当該労働者代表を代表す
る団体と当該情報について協議することがで
きること等に係る措置がとられなければなら
ない。（第十九条関係）
 経営者と労働者又は労働者代表との間の企
業内における協力は、第十六条から第十九条
までの規定に従ってとられる組織的措置及び
その他の措置の基本的要素を成す。（第二十条
関係）
 職業上の安全及び健康に係る措置は、労働
者に経費を負担させるものであってはならな
い。（第二十一条関係）

５ 最終規定
この条約の批准、効力発生、廃棄、改正等に
ついて規定している。（第二十二条～第三十条関
係）

◇地方税法等の一部を改正する法律の一部の施行
期日を定める政令（政令第百十四号）（総務省）
地方税法等の一部を改正する法律（令和五年法
律第一号）附則第一条第十二号に掲げる規定の施
行期日は、令和八年五月二十一日とする。

◇危険物の規制に関する政令の一部を改正する政
令（政令第百十五号）（総務省）
１ 製造所等の周囲に保有すべき空地の規制に係
る特例を拡大する。（第九条～第十一条、第十六
条関係）
２ 蓄電池により貯蔵される一定の危険物のみを
貯蔵し、又は取り扱う屋外貯蔵所における危険
物の貯蔵に係る規定の整備を行う。（第十六条、
第二十六条関係）
３ 施行期日等
 この政令は、公布の日の翌日から施行する。
（附則第一項関係）
 罰則の適用について所要の経過措置を定め
る。（附則第二項関係）

           

◇所得税法等の一部を改正する法律の一部の施行
期日を定める政令（政令第百十六号）（財務省）
所得税法等の一部を改正する法律（令和五年法
律第三号）附則第一条第七号に掲げる規定の施行
期日は、令和八年五月二十一日とする。

           

◇職業上の安全及び健康並びに作業環境に関する
条約（第百五十五号）（条約第二号）（外務省）
この条約は、作業に関連した事故及び健康に対
する危害を防止することを目的として、職業上の
安全及び健康並びに作業環境についてこの条約を
締結した国が一貫した政策を定めることを規定す
るとともに、国の段階、企業の段階それぞれにお
いてとるべき措置等を定めるものである。この条
約は、前文、本文三十箇条及び末文から成り、そ
の概要は、次のとおりである。
１ 適用範囲及び定義
 この条約は全ての経済活動部門について適
用すること、関係のある代表的な使用者団体
及び労働者団体と協議した上で、特定の経済
活動部門についてこの条約の一部又は全部の
適用を除外することができること等を定め
る。（第一条関係）

 この条約は対象となる経済活動部門の全て
の労働者について適用すること、関係のある
代表的な使用者団体及び労働者団体と協議し
た上で、限られた種類の労働者についてこの
条約の一部又は全部の適用を除外することが
できること等を定める。（第二条関係）
 「経済活動部門」、「労働者」、「職場」、「規則」
及び「健康」の定義を定める。（第三条関係）
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